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トピックス
国総研のアジア戦略

（キーワード） 新成長戦略、アジア市場、研究フェーズからのアプローチ、中堅・若手研究者

１．はじめに

近年のアジア諸国の成長は著しく、アジア開

発銀行の調査報告によれば、2010年からの10年

間で 8兆ドルの投資需要（災害対策除く。）が

あるとされており、少子高齢化、財政制約等の

中で、わが国の公共事業費が、いわゆる真水で4

～5兆円に留まること等を考え合わせると、建設

関連産業のアジア進出は、その活路の１つであ

ると思われる。

このような中、政府が昨年6月に策定した「新

成長戦略」の柱の１つとして「アジア経済戦略」

が打ち出され「アジアの成長を着実にし、日本

の成長に結実させる」とされ、「土木建築分野

で有する高度な技術のアジアへの普及を進め

る」こととされている。それに先立つ5月には国

土交通省においてインフラの国際展開を成長戦

略として位置付け、整理したところである。

今般、国土技術政策総合研究所では、これら

アジア戦略等に呼応する形で、対アジアへの研

究連携活動の再設計を行い、約20年にわたり開

催してきたアジア地域国土整備関係研究所長会

議など「国際会議を開催して投網にかける方式」

から、「２国間関係の強化へとその活動の重点

をシフト」したところである(図1,2)。

このアジア戦略の具体化にあたり、相手国の

ニーズにマッチした活動を行っていくためには、

相手国人材との長期的なつながりを可能とする

人的な国際ネットワークの構築が急務である。

現在、当面の研究連携重点国として、中国に

つづく人口を有するインド、国際収支がプラス

になったインドネシア、勤勉な国民性を有し今

後の生産拠点として期待が高まるベトナムの３

カ国を対象として諸活動を進めている。以下、

その概要を紹介する。

＜わが国には優れた建設関連技術があるが….＞
・長大橋梁・トンネル技術や保全システム
・幹線道路に標準装備された排水性舗装
（雨天時の安全性）

・交通状況分析、交通機関分担や渋滞対策
の立案技術

・洪水、土砂災害警報システム、IT活用

（交通管制等）
・環境保全、合意形成等 等

＜従来は．．．＞

・「欧米」へは、知識や最新情
報の取得

・「アジア」へは、工事受注活
動

国内建設市場は先細り！
一方、アジアに 巨大な需
要！

問題提起

欧米からは知識を吸収して研究
成果を国内活用、アジアでは援
助工事の単発受注という、「欧米
と研究し、アジアで工事」という
活動パターンのままで良いの
か？

視点を変える

アジアの巨大市場を視野にアジアとの研究連携を戦
略的に展開という活動へ、国土技術政策総合研究所
の外交的活動の目標と領域をシフト。

活動の目標と領域の設定

アジア各国に適用可能かどう
か？技術の検証や適応性向上
が当該技術の市場化には不可
欠！

世界市場のヘゲモニーを握るに
は国際標準化を図る必要。現状
では、欧州に有利（１国１票）。こ
の点でもアジアとの連携、取り込
みが不可欠。

図1 アジア戦略具体化に向けた研究連携

・（トップレベル） 相手国キーマンの発見・特定と組織継
続的関係の構築（文書交換）
・（中堅若手レベル） 共同WSを開催し、優れた技術を紹

介討論、人的ネットの複線化、共同研究のセット（文書交
換）と実施（技術の適応性の向上）

（研究フェーズで出来ること）

アジア地域研究所長等会議で投
網にかける方式
→１８年間、具体の研究連携に結
びついていない

（事例） H20から実証的に開始。。。

・２０２０年頃、人口が中国を抜く「インド」
・国際収支プラスの「インドネシア」
・急成長が期待される「ベトナム」

・（計画段階） 相手国の計画への当該技術やスペックの

書き込み（市場創造）
・（事業段階） 適応技術に優れた、内外合併会社等によ

る事業、施設管理受注

（これまで）

①アジア重視、成長戦略
②重点国の特定（２国間）
③適応性向上技術の特定

（これから）

（１）

２００名参加、日本から８名（民間

（２）

①舗装・道路

（３）

→ 中堅へネットワーク拡大

（関係組織・民間とも連携しつつ．．）

図2 市場拡大に向けた研究ﾌｪｰｽﾞからの活動

●成果の活用事例

国際コンテナ戦略港湾施策導入に

あたっての経済波及効果算定

港湾研究部 港湾システム研究室 室長渡部 富博 主任研究官井山 繁

（キーワード） 国際競争力強化，国際海上コンテナ貨物、輸送経路選択モデル

わが国の国際競争力の強化に向けて、北米・欧州

等を結ぶ基幹航路の日本への就航を維持・拡大する

ためのハード・ソフト一体となった施策をより集中

して実施する「国際コンテナ戦略港湾」施策が展開

されており、2010年８月に阪神港・京浜港が選定さ

れている。

この施策実施により、アジア主要港で積替えられ

ているわが国発着の中継貨物の減少等が見込まれ、

輸送コストの削減等が期待されるが、国民生活や産

業などへの更なる経済波及効果の算定が、施策導入

に際しては不可欠であった。

そこで、国際海上コンテナ貨物の輸送経路選択モ

デルを用いて、施策実施による輸送経路の変化や輸

送コスト削減などを算定し、更に基幹航路維持・拡

大による産業や国民生活への影響算定を行った。

輸送コスト削減の波及効果の算定は、部品等の材

料や製品、食料品等の最終消費財をより安く輸送で

きることにより、国内製造業の製造コスト削減や国

民の消費増につながり、更には生産増、輸出増とな

ることなどを、産業連関表や国民経済統計などを活

用して算出した。

その結果、国際コンテナ戦略港湾施策の実施によ

って、生産増約4000億円/年、雇用増1.6万人の経済

効果が期待できることが試算され、算定結果は、「元

気な日本復活特別枠の要望」資料に施策導入の効果

として引用されるなど、港湾の国際競争力強化に向

けた施策の企画立案に活用された。

【参考】国土交通省：元気な日本復活特別枠の要望

(http://www.mlit.go.jp/yosan/yosanH23/gaisan/genki/

2302.pdf)

(http://www.mlit.go.jp/yosan/yosanH23/gaisan/genki/

2302.pdf)
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